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研究成果の概要（和文）：「国内および海外の学習コンテンツや教育事例の収集とその評価研究」、「統計および社会
調査学習のためのe-learning教材の開発・改善とブレンド型教育方法の研究」、「統計学習ポートフォリオシステムの
構築とそれを基盤とした学習成果評価方法の研究」を研究代表者と連携研究者が海外を含む研究協力者の支援を得て行
った。
具体的な成果として、新たな教材としてのアプレットの新規開発や日本語化を行い、あわせて、統計的コンピテンシー
を増進させるための演習や分析実習のための教材作成を行った。
研究成果は、2014年7月の統計教育に関する国際学会ICOTS9や8月に開催される国際会議COMPSTATで報告を行う。

研究成果の概要（英文）：Three research projects have been done, "collection and its evaluation of statisti
cal study contents or an educational example", "Development and an improvement of e-learning teaching mate
rials on basic statistics and social survey, and development blended type education technique" and "Constr
uction of portfolio systems on statistics learning and development of the evaluation system using them".
We developed Japanese version of Java applets for learning basic statistical concepts and course contents 
using such new materials.
These research results will be reported at ICOTS9 and COMPSTAT in 2014. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 1990 年代中旬以降、初等中等教育から高
等教育に至るまで、海外での統計教育再編の
動きが活発化している。その背景には、国家
的に推進される科学技術振興政策があるが、
これが諸外国の学校教育の中で、統計教育の
方法論に対して新しい枠組み“Statistical 
Thinking の育成”という柱をもたらした主
因である。先進各国は、人材や技術など「知
の創造」をめぐる大競争時代に突入し、世界
全体での持続的発展や自国の産業競争力の
国際的優位性の獲得を目指して、科学技術・
学術研究の戦略的な推進政策を推し進めて
いる。とくに、1998 年、全米研究会議が通
称オドム・レポートを取りまとめ、数学と他
分野および産業との連携の重要性を指摘し
て以降、米国科学財団（NSF）は、重点領域
に数理科学を採用し、その中での重要テーマ
として、‶巨大データに関する数学的・統計
的挑戦〝、‶不確実性の管理とモデリング〝、
‶複雑な非線形システムのモデリング〝を挙
げた。このような振興政策を支える人材の育
成のため、NSFが重点領域に数理科学を採用
した時点でその具体的な目標として、「数学
および統計学の基盤研究の推進」「 他の自然
科学・工学との協働研究の推進」、「学校教育
における数理科学教育の推進」が掲げられて
いるが、3 点目の数理科学教育が、学校教育
における主に、数学や理科の中に反映され、
前者 2項との連動性から、数学や理科教育の
中で統計教育の比重が増している。また、そ
の中の統計教育も単純に統計リテラシーを
有しているというだけではなく、数学以外の
他の学問領域、また産業や国民生活の諸種の
場における科学化（諸対象を科学的に探求す
るプロセス）を促進できる人材、いわゆる統
計マインド（統計的課題解決型の思考力：
Statistical Thinking）を持った研究者や生活
者の育成をも強く意図されている。統計的思
考力が科学技術発展の第３の腕と位置付け
られる中で、統計科学の研究領域の中におい
ても、統計的思考力自身の定義やその育成方
法の研究が活発化し、大学における統計学入
門教育の内容に関しては、1996 年に米国統
計学会（ASA）と全米数学協議会（MAA）
の共同カリキュラム委員会がデータ分析の
実践の要素を盛り込んだ統計教育の共同指
針を発表し、翌 1997 年 the College Board
が Advanced Placement テストに統計科目
をこの指針の下に導入し、高校生の統計 AP
テスト受験数が毎年 10 万人を超えるまでに
至っている。この学校教育における統計教育
の需要により、米国統計学会は、新しい枠組
みでの統計教育のガイドラインと評価方法
を初等中等教育から大学の統計入門コース
まで体系的に作成・公開し，現場の教育を積
極的に支援している。一方英国では、王立統
計学会（RSS）が統計教育センターを設立し、
英国の統計局との協力体制の下で、具体的な
教材開発、大学における統計教育内容の指導

と認証など統計教育のサポートを組織的に
行っている。他の諸外国も同様の統計教育改
革が進んでいる。 
 日本における統計教育の現状に関しては、
初等中等教育において現行の学習指導要領
ではほとんど取扱われておらず諸外国から
大きく立ち遅れており、大学教育においても
その必要性とは裏腹に十分な教育や学習支
援が行われてこなかった。2006 年の日本統
計学会をはじめとする統計関連学協会の働
きかけ(21 世紀の知識創造社会に向けた統計
教育推進の要望書）などが行われるなど、統
計教育の重要性の再確認が進められつつあ
り、2008 年公表の新学習指導要領において
ようやく統計教育重視の方向性が明記され
た。なお、社会科学系学部学生においては、
大学入試において数学を受験科目として選
択しない場合が多く、その数理的知識の不足
により、従来からの数理的側面を前面に押し
出した統計教育になじめない学生が多い。本
来統計教育において重要なことは、すでに諸
外国においてその方向性が示されているよ
うに、統計的思考力や批判的に統計活用事例
を見抜く力などに重点をおき、学生が統計的
思考力や批判的判断力を身につけるべき教
育を行うことである。また、それに向けた新
たな教材開発や教育方法の構築が求められ
ている。さらに、日本の大学における社会科
学系学部では、一度に多くの学生を教育する
大人数クラスでの講義が多くなっており、統
計教育においても同様である。多様な背景知
識の大人数クラスでの統計教育には困難が
多く、ICTを活用するなどの改善も喫緊の課
題となっている。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景を受けて本申請研究では、米国
の統計教育に関する先進的な複数の大学、英
国の王立統計学会統計教育センター、さらに、
国内の統計関連学会、国際統計協会(ISI)統計
教育分科会(IASE)など統計教育をひろく専
門的に協議する諸学協会との連携の下に、国
際標準に準拠した社会科学系の学部学生用
の統計学習のための教材開発、学習成果評価
の枠組みの確立に必要な調査研究と具体的
開発および評価と改善を行い、その公開を通
して広く社会科学系学生向け統計教育の改
善を目指した。 
そのために、今回の申請研究においては、下
記の 3つの段階を想定した研究を遂行した。 
・国内海外の学習コンテンツや教育事例の収
集とその評価研究 
・統計及び社会調査学習のための e-learning
教材の開発・改善とブレンド型教育方法の研
究 
・統計学習ポートフォリオシステムの構築と
それを基盤とした学習成果評価方法の研究 
以上の 3段階の遂行し、社会科学系学部学生
向け教育教材の開発と学習成果の評価方法
を伴う統計教育方法の確立を目指した。 



 
３．研究の方法 
 具体的な３つのステージ「国内および海外
の学習コンテンツや教育事例の収集とその
評価研究」、「統計および社会調査学習のため
の e-learning 教材の開発・改善とブレンド
型教育方法の研究」、「統計学習ポートフォリ
オシステムの構築とそれを基盤とした学習
成果評価方法の研究」を想定し、研究代表者
と連携研究者が研究協力者の支援を得て行
った。 
 
４．研究成果 
 各ステージでの研究成果は以下の通りで
ある； 
 
（１）国内海外の学習コンテンツや教育事例
の収集とその評価研究」 
 国内海外を問わず統計や社会調査にかか
わる教材や学習コンテンツと教育プログラ
ムや教育事例の収集を行う。2009 年度に今回
の申請研究を行うための準備として、研究代
表者および連携研究者が、米国のシカゴ大学、
ミシガン大学、ミネソタ大学、カリフォルニ
ア大学、および、英国の王立統計学会統計教
育センターを訪問し、事前調査を行っている。
平成 23 年度はその調査結果のとりまとめと
分析、および、必要に応じた追加調査を行っ
た。また、研究代表者が参加している日本統
計学会の統計教育分科会の関連の研究集会
等で講演や意見交換を行い、国内における教
育事例についてのとりまとめと日本統計学
会統計教育分科会との連携をはかった。 
 
（２）「統計及び社会調査学習のための
e-learning 教材の開発・改善とブレンド型教
育方法の研究」 
 立教大学社会情報教育研究センターにお
いて 2009 年度に開発し 2010 年度に全学共通
カリキュラムの正規科目として開講してい
る「データ分析入門」、「データの科学」、「社
会調査入門」、「調査の技法」の 4 教科の
e-learning 科目について、ステージ（１）で
得られた情報を加味しながら、教材評価を行
い、教材や教育内容の変更を行った。また
e-learning 科目受講生と通常クラス受講生
について、学習成果の比較を行い、
e-learning においても同等の成果が得られ
ていることを確認した。また、e-learning 用
として開発された教材を対面講義の中で有
効に活用する方法の検討とその効果につい
て検証を行った。 
 
（３）「統計学習ポートフォリオシステムの
構築とそれを基盤とした学習成果評価方法
の研究」 
統計学習において、その具体的な分析経験が
重要であることは、多くの研究者がこれまで
指摘しており、申請研究の海外共同研究者で
ある Garfield および Utts 両教授が中心とな

りまとめられた米国統計学会のGAISEレポー
トでも強調されている。このステージでは、
どのような教材で統計を学習し、どのような
練習問題に取り組んだかという通常のポー
トフォリオに加え、具体的なデータ分析の実
習の記録に重点をおくシステムの基礎設計
を行った。このシステムを使用することで、
統計における専門的な概念を学生がいかな
るプロセスで身につけるかが明確となる。こ
のシステムで蓄積された情報は、一般的に設
定された学習成果を実現するために必要な
教材や教育方法を検討するための基礎資料
となり、ステージ（２）での教材開発とその
改善、および、教育方法の開発の検討の際に
今後活用できる。 
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